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I. 医学および医療の水準の向上への貢献が日本医学会分科会にふさわしいと考えられる貴学会の独自
の活動を以下に留意して記載をしてください。 
 
a. 特に学術的に重要と考えられるもの 
① 画像診断の高度化による医学および医療水準の向上を目指し、画像診断機器の高性能化・高精度

化、新しい撮像法や人工知能（AI）を含めた高度な画像処理技術の研究を推進している。 
② 画像診断ガイドラインの対象を放射線科医以外にも拡大しての発行し、地域医療を含めた医療全

体の均質化を目指した画像診断の標準化に貢献、さらに被ばく管理や MRI 安全性の確保を目指し
たガイドラインの作成を通して医療安全に貢献している。 

③ 「日本医用画像データベース（Japan-Medical Image Database：J-MID）」 
2016年より大規模な日本医用画像データベース（Japan-Medical Image Database: J-MID）を開発、
構築・運用している。この研究基盤を生かすことで迅速に COVID-19 に対する「肺炎 CT 画像診
断補助 AI」を NII や名古屋大学と共同開発することができた。 

④ 学術・研究の基盤確立 
毎年 2 回の学術集会（春の総会 8,000人規模、秋の臨床大会 5,000人規模）の開催に加え、学術誌
Japanese Journal of Radiology: JJR（電子ジャーナル）を年 12 回、約 1,200ページ/年出版するこ
とで会員の学術・研究の基盤を確立している。 

ｂ.当該領域における国際的な役割 
COVID-19 が 5 類に移行して以降、国際学会会期中における主にアメリカ、ヨーロッパ、アジア
の放射線医学会との face to faceの会合が活発化する中、各国における医療システムや学会運営の
あり方などの情報共有を通じ、ベストプラクティスの国内実装を目指すことは日本国民の健康増
進に繋がると考える。今年 4月の学術総会時には、海外招待演者の人数を大幅に増やし（約 60人）、
各シンポジウムに日本人演者と混在して登壇させる際、自動 AI 翻訳を導入し、今後の国際交流の
在り方のひとつを示すことができたと思われる。 

ｃ.活動からもたらされる社会的な意義 

「診療用放射線に係る安全管理体制に関するガイドライン」 
2020 年４月よりエックス線装置等を備えている医療施設において患者における放射線被ばく管理が義
務付けられたことに対応するため、2019 年 11 月に「診療用放射線に係る安全管理体制に関するガイド
ライン」および「診療用放射線の安全利用のための指針に関する参考資料」を作成し、一般公開した。
現在、診療用放射線の安全管理体制を国内に広く普及するために役立っている。 
「人工知能関連技術が活用された画像診断補助ソフトウェアの適切な安全管理」 
画像診断の分野でも我が国の薬機法上の承認あるいは認証を取得する人工知能関連技術が活用された
画像診断補助ソフトウェアが複数登場している。「人工知能技術を活用した放射線画像診断補助ソフト
ウェアの臨床使用に関する管理指針」を策定し、これらの技術の精度管理（再学習による性能変化を含



む）、使用者の教育等、様々な課題解決に貢献している。 
「市民公開講座」 
毎年、放射線医学や診断・治療技術の啓蒙を目的に一般市民を対象とした「市民公開講座」を開催し、
市民が診断や治療法の選択肢について幅広い知識を正しく身に着けてもらうことに対して貢献して
いる。 

ｄ.学会運営上留意している点 

① 長い歴史のなかで、民主的な運用と公益社団法人として健全な財政基盤は確立できていると考え
る。近年、日本医学会を見習い、理事にダイバーシティ枠を設定、ダイバーシティ・働き方改革推
進委員会の常設化を通し、学術集会の現地参加における様々なバリアに対する対策等を展開して
いる。 

② 専門医制度の基本領域学会として、適正な新規学会員の確保とその研修を行い、放射線医療や地域
医療へのさらなる貢献が可能となるように努めている。CT, MRI 等の画像診断装置の台数は欧米
に比べ突出している割に放射線科医は少ない状況を学会員の増加と AI など ICT の活用で改善す
べく努めている。 

Ⅱ.日本医学会分科会にふさわしいと考えられる貴学会と他の分科会との連携による活動を記載して下
さい． 

「診断参考レベル（diagnostic reference level: DRL）」 
放射線診断と Interventional Radiology (IVR)の検査における放射線被ばくの最適化のための重要なツ
ールが診断参考レベルであり、国ごとに診断参考レベルを設定し運用することが国際的な基準となっ
ている。本邦では、2020 年 7月に発行された最新版 Japan DRLs 2020 は、CT、IVR、核医学などの７
つのモダリティについて国内医療施設の調査に基づいて設定された。当学会は、すべてのモダリティの
DRL 作成ワーキンググループに委員を派遣し、他の放射線関連学会・団体と協力して Japan DRLs 2020
の策定に大きく貢献した。医療法施行規則の一部改正に伴い、2020 年 4 月からすべての医療機関で医
療被ばくの管理が義務化され CT、IVR、核医学検査などについては、患者の線量管理と記録が必須と
なったため、Japan DRLs 2020は、国内のすべての医療機関が参考にすべきデファクト・スタンダード
となっている。現在、改訂版作製に向けて関係学会の協力の元、調査準備を開始した。 
また、診断参考レベル以外にも「MRI 対応植込み型不整脈デバイス患者のMRI 検査ステートメント改
訂」、「アルツハイマー病の抗Aβ抗体薬の投与に関する脳 MRI 診断指針」などを関係学会と協力のも
と作成・発信を行うことで医療安全や画像診断の標準化・均質化に貢献している。 

 


